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大阪府の情報公開制度 平成１５年度運用状況 

   
府の情報公開制度は、昭和５９年１０月の発足以来２０年目を迎えた。 

  平成１５年度の総利用件数は、３４，５３９件であった。 
 
（表１ 総利用件数）                      

 

(注) 

行政文書公開：請求件数 

情報提供：府政情報センターに 

おける情報提供件数 

会議公開：傍聴者数 

 

 

［行政文書公開］ 

情報公開制度の中核である行政文書公開の請求件数は５５３件で、平成１４年度と同

程度の利用件数となった。全部公開決定又は部分公開決定を行ったものは ５３７件で、

公開請求全体のうち８２．７％であった。 

 

（表２ 行政文書公開請求の件数） 

（注）一件の公開請求において複数の文書が請求されている場合には、複数の決定が行われていることも

あるため、処理区分の合計（６４９件）は公開請求の件数の合計（５５３件）を上回っている。 

 

 １５年度 １４年度 

行政文書公開    ５５３    ５６１ 

情報提供 ３２，９８７ ３２，１４８ 

会議の公開    ９９９  １，４８８ 

計  ３４，５３９件  ３４，１９９件 

 １５年度 １４年度 備  考 

行政文書公開請求の件数 ５５３件 ５６１件  

全部公開決定 １７６ １５５  

部分公開決定 ３６１ ３６７  

非公開決定 ７   １  

不存在による非公開決定 ９９ ９５  

公開請求拒否（存否応答拒否）決定 ６  ９  

却下 ０  ３  

処 

 

理 

 

区 

 

分 未処理 ０ ０  
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また、平成１５年度の担当部局別の請求件数は、警察本部、土木部、健康福祉部、建

築都市部、教育委員会事務局の順に多くなっており、平成１４年度に比べると、教育員

会の請求件数が減少し、前年度１位から５位に移動している。 

また、健康福祉部に対する請求件数が８８件となり、平成１３年度３２件、１４年度

６８件と年々増加し続けている。 
 

（表３ 担当部局別の請求件数） 

担 当 部 局 名 １５年度（件）１４年度（件）

警 察 本 部 １２３ ９６

土 木 部 ９７ ８９

健 康 福 祉 部 ８８ ６８

建 築 都 市 部 ６９ ５６

教 育 委 員 会 事 務 局 ６５ １２１

生 活 文 化 部 ３０ ３７

環 境 農 林 水 産 部 ２５ ３９

企 業 局 １９ ８

総 務 部 １９ ２１

知 事 公 室 １０ ４

商 工 労 働 部 １２ １１

選 挙 管 理 委 員 会 事 務 局 ８ ４

病 院 事 業 局 ７ ２

監 査 委 員 事 務 局 ４ ４

水 道 部 ４ １

企 画 調 整 部 ３ ７

公 安 委 員 会 ３ ５

出 納 室 ２ ０

府 大 学 １ ０

人 事 委 員 会 事 務 局 １ ０

地 方 労 働 委 員 会 事 務 局 ０ １

収 用 委 員 会 事 務 局 ０ ０

海区漁業調整委員会事務局 ０ ０

内 水 面 漁 場 管 理 委 員 会 ０ ０

（注）１件の請求で複数部局にわたるものがあるため、担当部局別の合計（５９０件）は、 

請求件数（５５３件）を上回っている。 
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  平成１５年度に部分公開決定・非公開決定を行った３６８件について、非公開とされ

た理由を条例の条号別に分類すると次のとおりである。 

  法人等の情報を非公開とする条例第８条第１項第１号及び個人のプライバシーに関す

る情報を非公開とする第９条第１号の適用を併せると４８１件であり、全体の８割以上

を占めている。 

 

（表４ 非公開理由について） 

  

条 号 非 公 開 理 由 
１５年度

（件） 
構 成 比

（％） 

１４年度 

（件） 
構 成 比

（％） 

８－１－１ 法人等情報 １７８ 30.0 １７６ 28.3

８－１－２ 任意提供情報 １ 0.2 ０ 0.0

８－１－３ 意思形成過程情報 ２ 0.3 ０ 0.0

８－１－４ 事務執行支障情報 ３９ 6.6 ２５ 4.0

８－１－５ 公共安全情報 ２ 0.3 ７ 1.1

８－２－１ 
法人等情報、任意提供情報、意思形成

過程情報、事務執行支障情報 
２９ 4.9 ３７ 6.0

８－２－２ 公共安全情報（第２項第２号） １３ 2.2 ３４ 5.5

８－２－３ 公共安全情報（第２項第３号） ２７ 4.5 ３４ 5.5

９－１ 個人情報 ３０３ 51.0 ３０８ 49.6

９－２ 法令秘情報 ０ 0 ０ 0

合          計 ５９４ 100 ６１６ 100

（注１）８条１項（８－１－１～８－１－５）：公安委員会及び警察本部長を除く実施機関に適用 

８条２項（８－２－１～８－２－３）：公安委員会及び警察本部長のみに適用 

（注２）１件で複数の非公開理由がある決定があるため、非公開理由の適用数の合計（５９４件）は、 

部分公開決定・非公開決定件数（３６８件）を上回っている。 

 

 

 行政文書公開請求に対する実施機関の決定について、平成１５年度は１０件の不服申立

てがあった。 

不服申立て事案について、実施機関は大阪府情報公開審査会に当該不服申立てに対する

決定について諮問し、その答申を尊重して決定を行うこととされている。 

平成１５年度の処理状況は以下のとおりである。 

 

（表５ 不服申立ての処理状況） 

処 理 件 数 
 

 

係属事案 

計 

取下げ

件 数
計 認容 

一部 

認容 
棄却 却下 

16 年度 

へ繰越

件 数

14 年度から繰越事案 １８件 ３ ８ ２ ２ ４ ０ ７ 

15 年度申立て事案 １０件 ３ ３ ０ ０ ２ １ ４ 

計 ２８件 ６ １１ ２ ２ ６ １ １１ 
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［情報提供］ 

 府政情報センターの利用件数は３２，９８７件で、一月の平均利用件数は約２，７４９

件であった。 

 

（表６ 情報提供の利用件数） 

１５年度 １４年度 

府政情報センターの利用件数 ３２，９８７件

（２，７４９件／月）

３２，１４８件

（２，６７９件／月）

職員が応対して情報提供 ７，０２６ ６，９８１

開架資料の閲覧 １３，８１３ １４，７３１

府政刊行物の販売部数  １１，７４６  ９，６９０

行政文書等複写申出件数 １５８ ２１２

内 

 

訳 

ニュー・メディア等の利用    ２４４    ５３４

 

 

［情報の公表］ 

「情報の公表制度の実施に関する要領」に基づき、府として統一的な公表が必要なも

のとして１５年度に指定された資料等は、１８９件であった。 

公表することと指定された資料は、府政情報センターや担当室・課（所）等において

公表するとともに、可能な範囲でその内容をインターネットにより公表するよう努めて

いる。 

 

（表７ 情報の公表の実施状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［会議の公開］ 

 会議の公開については、平成１５年度は、延べ３３９回の会議が公開で開催された。傍

聴者数（利用件数）は、９９９人である。 

 

 

（表８ 会議の公開の実施状況） 

 １５年度 １４年度 

開催回数 ３３９回 ３６４回 

傍聴者数 ９９９人 １，４８８人 

 

 

 

１５年度 １４年度 
公表指定資料等 

 １８９件  ２５１件

府政に関する基礎情報 １４８ １８９ 

政策形成過程情報  ４１ ６２ 
区 

分 
公開実施情報 ０ ０ 
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［出資法人の情報公開］ 

府では、府の出資比率が５０％以上の法人等（地方自治法第 221 条第 3 項に該当する

法人）に対して自主的な情報公開制度を導入・実施するよう指導している。 

平成１２年１０月より１６法人が自主的な情報公開制度を実施している。平成１３年

４月には、更に２４法人において制度が実施されることとなり、その結果、指導対象の

全ての法人において自主的な情報公開制度が実施されている（統廃合等により平成１５

年度は３４法人）。 

情報公開制度実施の３４法人における情報公開の申出の件数は、５法人において計１８

件であった。 

 

（表９ 出資法人における公開申出の処理状況） 

 １５年度 １４年度 

公開申出のあった法人  法人 ５法人 

公開申出の件数  １８件  ９件 

全部公開決定 ４ ２ 

部分公開決定 ４ ８ 

非公開決定 １ ０ 

不存在による非公開決定 １１ ２ 

公開請求拒否（存否応答拒否）決定 ０ ０ 

処

理

区

分 

 

その他 ０ ０ 

 

（注）一件の公開申出において複数の文書が請求されている場合には、複数の決定が行われていることも

あるため、処理件数の合計は、公開申出の件数の合計に一致しない。 

 

 

公開申出に対する出資法人の決定について、平成１５年度は、１法人において１件の苦

情の申出があった。 

出資法人は、苦情の申出があったときは、当該出資法人に設置された情報公開検討会に

照会し、情報公開検討会の回答を尊重して、当該苦情申出に対する決定を行うこととされ

ている。 

 

（表１０ 出資法人における苦情申出の処理状況） 

処 理 件 数 

 
係属事案 

計 

取下げ

件 数
計 認容 

一部 

認容 
棄却 却下 

16 年度

へ繰越

件 数

14 年度から繰越事案 ０件 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

15 年度申立て事案 １件 ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ 

計 １件 ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ 

 

 

 


